
事 務 連 絡

平成２４年１１月３０日

各都道府県財政担当課

各都道府県市町村担当課

各都道府県議会事務局 御中

各指定都市財政担当課

各指定都市議会事務局

総務省自治財政局財政課

平成２４年度一般会計の予備費及び経済危機対応・地域活性化予備費

並びに東日本大震災復興特別会計予備費の使用に伴う地方負担への対

応について

本日、政府は、平成２４年度一般会計の予備費及び経済危機対応・地域活性化予

備費並びに東日本大震災復興特別会計予備費の使用を閣議決定したところでありま

す（別添資料参照）。

これに伴う財政措置として別紙のとおり講じることを予定しておりますので、お

知らせいたします。

また、貴都道府県内の市区町村及び市区町村議会に対しても速やかに措置の内容

を御連絡いただくようお願い申し上げます。

【担当】

総務省自治財政局

財政課財政計画係 髙梨

電話 03-5253-5612



（別 紙）

本日、政府は、平成２４年度一般会計の予備費（８７０億円）及び経済危機対応

・地域活性化予備費（６，６１０億円）並びに東日本大震災復興特別会計予備費

（２，１９３億円）の使用を閣議決定したところである（別添資料参照）。

今回の予備費使用においては、歳出の追加に伴う地方負担が生じることから、こ

れに対しては以下のとおり財政措置を講じる予定である。

第１ 一般会計の予備費及び経済危機対応・地域活性化予備費に係る財政措置

(1) 一般会計の予備費及び経済危機対応・地域活性化予備費の使用により追加

されることとなる投資的経費に係る地方負担額については、地方負担額の

１００％まで地方債を充当できることとし、後年度における元利償還金の

５０％を公債費方式により基準財政需要額に算入し、残余については、単位

費用により措置することとしている。

ただし、災害復旧事業債及び一般補助施設整備等事業債（出資金・貸付金

（チッソ分））については、通常どおりの扱いとすることとしている。

なお、詳細については、別途お知らせすることとしている。

(2) 地方債の対象とならない経費については、地方財政計画に計上された追加

財政需要額（４，７００億円）の一部により対応することとしている。

第２ 東日本大震災復興特別会計予備費に係る財政措置

東日本大震災復興特別会計予備費の使用により追加されることとなる事業に

係る地方負担額については、以下のとおり財政措置を講じる予定である。

(1) 災害救助費等負担金事業に必要な経費に係る地方負担額については、震災

復興特別交付税により全額を措置すること。

(2) 学校施設環境改善交付金事業に必要な経費に係る地方負担額については、

その１００％まで地方債（緊急防災・減災事業（補助・直轄））を充当でき

ることとし、後年度における元利償還金の８０％を公債費方式により基準財

政需要額に算入すること。

(3) 災害援護貸付金事業に必要な経費に係る地方負担額については、その

１００％まで資金手当のための地方債（一般事業債）を充当できること。



平 成 ２ ４ 年 度 一 般 会 計 予 備 費 使 用 

 

平成２４年１１月３０日  

閣 議 決 定  

 

 内閣府所管 

衆議院議員総選挙取締りに必要な経費        １６２，８４６千円 

 

 総務省所管 

  衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官   ６９，８５２，９７１ 

  国民審査に必要な経費 

  衆議院議員総選挙啓発推進に必要な経費      ４４３，０４３ 

 

 法務省所管 

  衆議院議員総選挙取締りに必要な経費        ７２，２５５ 

 

 外務省所管 

  東日本大震災による洋上漂流物に係る       １３５，２７０ 

  見舞金の供与に必要な経費 

 

 環境省所管 

  東日本大震災による洋上漂流物に係る       ２６９，７３０ 

  見舞金の供与に必要な経費 

  水俣病対策に係る地方債償還費補助に     １，９７６，１４８ 

  必要な経費 

  水俣病被害者の救済に必要な経費      １４，０７２，９４０ 

 

          計            ８６，９８５，２０３ 



 

（ 参 考 ） 

  予 備 費 予 算 額             ３５０，０００，０００千円 

  前回までの使用累計額            ２５，７７５，９０４ 

  今 回 使 用 額             ８６，９８５，２０３ 

  差 引 残 額           ２３７，２３８，８９３ 



平成２４年度一般会計経済危機対応・地域活性化予備費使用 

 

 

平成２４年１１月３０日  

閣 議 決 定  

 

 

内 閣 府 所 管 

大規模・広域災害に対する即応体制の強化に     １１１，０９３千円 

必要な経費 

被災者生活再建支援に必要な経費        ２，０８１，６７６ 

活力ある国土・地域の形成のための社会資本     ４９５，０００ 

総合整備事業に必要な経費 

防災・減災対策に係る港湾事業の財源の社会     ２４７，０００ 

資本整備事業特別会計港湾勘定へ繰入れに必 

要な経費 

 

財 務 省 所 管 

中小企業信用保険事業に必要な経費      ９５，０５０，０００ 

 

文 部 科 学 省 所 管 

認定こども園等施設整備事業に必要な経費   １３，６３５，１７０ 

国立大学法人等の安全対策に必要な経費    ４１，５６７，８００ 

私立学校の安全対策に必要な経費                ８，５９３，０００ 

 

厚 生 労 働 省 所 管 

災害拠点病院等の耐震化の促進に必要な経費  ３５，７４８，９００ 

新型インフルエンザ対策の推進に必要な経費  １３，４４２，６１５ 



ｉＰＳ細胞を活用した創薬基盤の緊急整備に   １，９９２，０２４千円 

必要な経費 

重点分野雇用創造事業に必要な経費      ８０，０００，０００ 

保育所緊急整備事業等に必要な経費     １１１，８３２，８４４ 

介護福祉士等修学資金の貸付けに必要な経費   ８，１４３，２００ 

地域社会におけるセーフティネット機能の強  ３０，０００，０００ 

化に必要な経費 

福祉・介護人材確保緊急支援事業に必要な経   ２，０００，０００ 

費 

障害者支援施設等の緊急整備に必要な経費    ６，４９９，６３７ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の推進に     ４００，０００ 

必要な経費 

介護施設等の施設開設準備等特別対策事業に  １１，７２１，０００ 

必要な経費 

介護施設等の緊急整備に必要な経費      ３９，６４２，０００ 

労働相談体制の強化に必要な経費           ２２，３７０ 

 

農 林 水 産 省 所 管 

飼料価格高騰等緊急総合対策事業に必要な経  ３０，４４９，４８９ 

費 

輸出対応型生産・出荷施設の緊急整備に必要     ３８４，９４５ 

な経費 

新規就農総合支援事業に必要な経費       ２，１０１，６２６ 

農業の体質強化のための農地・農業水利施設   ８，０００，０００ 

の緊急整備に必要な経費 

農業水利施設における豪雨等緊急対策事業に   １，５６９，０００ 

必要な経費 

中山間地域等活性化緊急対策に必要な経費      ５９７，５６３ 



６次産業化等促進基盤整備事業に必要な経費     ４３１，０００千円 

防災力向上のための農山漁村地域整備事業に   ２，９０３，０００ 

必要な経費 

山地災害緊急対策に係る治山事業に必要な経     ７４６，０００ 

費 

山地災害緊急対策に係る治山事業の財源の国   １，０２１，０００ 

有林野事業特別会計へ繰入れに必要な経費 

山地災害緊急対策に係る森林整備事業に必要   １，０００，０００ 

な経費 

緑の雇用現場技能者育成対策事業に必要な経     ８１３，９２０ 

費 

災害関連緊急治山事業に必要な経費       １，９４１，５４８ 

赤潮被害防止対策緊急調査事業に必要な経費     １４１，６２７ 

漁業就業者確保・育成対策事業に必要な経費     ２２０，１２３ 

漁業構造改革総合対策事業に必要な経費     ３，０００，０００ 

水産加工・流通施設の高度衛生管理対策事業     １００，０００ 

に必要な経費 

漁港施設の老朽化緊急対策事業に必要な経費      ５５，０００ 

 

経 済 産 業 省 所 管 

給油所における地下タンク環境保全緊急対策   ８，７３８，１０７ 

事業に必要な経費 

自家発電設備導入緊急対策事業に必要な経費   ８，０００，４００ 

変電所における大型蓄電システム緊急実証事  ２９，５８９，８１８ 

業に必要な経費 

経営改善・事業再生研修事業に必要な経費    １，００１，５５５ 

商業基盤施設等の緊急整備に必要な経費     １，０００，０００ 

 



国 土 交 通 省 所 管 

農業水利施設における豪雨等緊急対策事業に     ７５０，０００千円 

必要な経費 

防災・減災対策に係る河川事業及び砂防事業   ５，４５５，０００ 

の財源の社会資本整備事業特別会計治水勘定 

へ繰入れに必要な経費 

海岸の防災・減災対策に必要な経費       １，１００，０００ 

防災・減災対策に係る港湾事業の財源の社会   １，５０１，０００ 

資本整備事業特別会計港湾勘定へ繰入れに必 

要な経費 

防災・減災対策に係る道路事業の財源の社会   ５，０３８，０００ 

資本整備事業特別会計道路整備勘定へ繰入れ 

に必要な経費 

道路交通安全対策に係る道路事業の財源の社   ２，５０２，０００ 

会資本整備事業特別会計道路整備勘定へ繰入 

れに必要な経費 

活力ある国土・地域の形成のための社会資本  ２９，５７３，３２８ 

総合整備事業に必要な経費 

６次産業化等促進基盤整備事業に必要な経費     ２５０，０００ 

山地災害緊急対策に係る治山事業に必要な経     １６３，０００ 

費 

漁港施設の老朽化緊急対策事業に必要な経費     ２４５，０００ 

防災力向上のための農山漁村地域整備事業に      ９７，０００ 

必要な経費 

防災・減災対策に係る道路災害復旧事業等に   ４，６４４，３６８ 

必要な経費 

山地災害緊急対策に係る治山事業の財源の国      ７０，０００ 

有林野事業特別会計へ繰入れに必要な経費 



環 境 省 所 管 

環境配慮型設備投資の緊急支援事業に必要な     ４２８，６２１千円 

経費      

子どもの健康と環境に関する全国調査に必要   ２，１０３，０３９ 

な経費 

 

計            ６６０，９５１，４０６ 

 

 

 

（ 参 考 ） 

  経済危機対応・地域活性化        ９１０，０００，０００千円 

予備費予算額       

  前 回 ま で の 使 用 累 計 額         ２４９，０４８，０７３ 

  今 回 使 用 額         ６６０，９５１，４０６ 

  差 引 残 額                 ５２１ 



平 成 ２ ４ 年 度 特 別 会 計 予 備 費 使 用 

 

 

平成２４年１１月３０日  

閣 議 決 定  

 

 

国会、裁判所、会計検査院、内閣、内閣府、復興庁、総務省、法務省、外務

省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通

省、環境省及び防衛省所管 

 

東日本大震災復興特別会計 

（復興庁所管） 

国民一般向け業務及び中小企業者向け  ２４，３００，０００千円 

業務に要する資金に充てるための株式 

会社日本政策金融公庫に対する出資に 

必要な経費 

地域医療提供体制の再構築に必要な経  ３８，０００，０００ 

費 

災害救助等に必要な経費        ７８，１０５，３４３ 

農林水産業者向け業務に要する資金に     ８５７，０００ 

充てるための株式会社日本政策金融公 

庫に対する出資に必要な経費 

医療機器開発・安全性評価センター整  １３，３９０，６６７ 

備事業に必要な経費 

放射線医学県民健康管理センター整備   ５，９８０，０００ 

事業に必要な経費 

 



（文部科学省所管） 

原子力損害賠償紛争解決センターの運     ５８４，０２８千円 

営に必要な経費 

公立学校の安全対策に必要な経費    ５８，１０２，４７０ 

 

計            ２１９，３１９，５０８ 

 

（ 参 考 ） 

  予 備 費 予 算 額             ４００，０００，０００千円 

  前回までの使用累計額          １２０，３１８，６８９ 

  今 回 使 用 額            ２１９，３１９，５０８ 

  差 引 残 額            ６０，３６１，８０３ 




